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『 富 里 市 集 中 改 革 プ ラ ン 』 と は  

 

平 成 １ ７ 年 ３ 月 ２ ９ 日 付 け で 総 務 省 か ら「 地 方 公 共 団 体 に お け る 行

政 改 革 の 推 進 の た め の 新 た な 指 針 」が 示 さ れ ，平 成 １ ７ 年 ４ 月 １ 日 を

起 点 と し た 平 成 １ ７ 年 度 か ら 平 成 ２ １ 年 度 ま で の 具 体 的 な 取 り 組 み

を 住 民 に わ か り や す く 明 示 し た 計 画 を 策 定 し ，全 国 統 一 的 に 行 政 改 革

を 推 進 し て い く こ と と さ れ ま し た 。  

こ れ を 受 け て ， 市 で は『 富 里 市 集 中 改 革 プ ラ ン 』 及 び 『 富 里 市 集 中

改 革 プ ラ ン 行 動 計 画 』（ 以 下 「 集 中 改 革 プ ラ ン 」 と い う 。） を 策 定 し ，

第 2 次 行 政 改 革 （ 平 成 15～ 17 年 度 ） に 引 き 続 き 行 政 改 革 に 取 り 組

ん で い く こ と と し ま し た 。  

集 中 改 革 プ ラ ン で は ，厳 し い 財 政 状 況 を 踏 ま え ，行 財 政 基 盤 の 強 化

を 図 る こ と を 目 標 と し ，次 の ５ つ の 柱 に つ い て 集 中 的 に 改 革 す る こ と

と し て い ま す 。  

 

改 革 の 柱  

１  事 務 事 業 の 見 直 し  

  事 務 事 業 の 徹 底 し た 見 直 し を 進 め ま す 。  

２  効 率 的 な 組 織 運 営  

  簡 素 で 効 率 的 な 組 織 運 営 を 図 り ま す 。  

３  定 員 管 理 及 び 給 与 等 の 適 正 化  

  職 員 の 削 減 に 努 め る と と も に 給 与 等 の 適 正 化 を 図 り ，人 件 費 の 抑

制 に 努 め ま す 。  

４  公 平 の 確 保 と 透 明 性 の 向 上  

  開 か れ た 行 政 を 推 進 し ， 公 平 の 確 保 と 透 明 性 の 向 上 を 図 り ま す 。 

５  健 全 な 財 政 運 営 の 確 保  

  経 費 の 節 減 及 び 自 主 財 源 の 確 保 に 努 め ，健 全 な 財 政 運 営 の 確 保 に

努 め ま す 。  
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各 推 進 項 目 の 実 績  

１  事 務 事 業 の 見 直 し  

（ １ ） 事 務 事 業 の 見 直 し  

○ 事 務 事 業 評 価 の 導 入 ・ 行 政 評 価 シ ス テ ム の 構 築  

事 務 事 業 評 価 に 向 け ， 全 課 で 実 施 し て い る 予 算 事 業 を 対 象 に 事 務 事

業 評 価 を 試 行 し た 。 ま た ， 実 施 計 画 及 び 予 算 編 成 の 参 考 資 料 と し て

の 活 用 を 図 る ほ か ， 次 期 総 合 計 画 と の 連 動 や 評 価 指 標 ， 評 価 方 法 に

つ い て の 検 討 を 行 っ た 。  

  ○ 支 払 い 事 務 見 直 し  

   各 種 の 支 払 い 時 に 発 生 す る 支 払 い 通 知 に つ い て ， Ｉ Ｔ の 活 用 な ど に  

   よ り 経 費 の 削 減 を 図 っ た 。  

   H20 年 度 削 減 効 果 額  3 11 千 円  

   H21 年 度 削 減 効 果 額  3 10 千 円  

 

（ ２ ） 民 間 委 託 等 の 推 進  

   ○ 民 間 委 託 推 進 方 針 の 策 定  

民 間 委 託 等 の 推 進 に 関 す る 基 本 的 な 考 え 方 に つ い て 検 討 し ， 民 間 委

託 等 の 推 進 に 関 す る 指 針 を 策 定 し た 。  

   ○ 指 定 管 理 者 制 度 の 導 入  

H18 年 度 か ら 3 施 設 に 指 定 管 理 者 制 度 を 導 入 し た 。  

な お ， 老 人 福 祉 セ ン タ ー に つ い て も 平 成 2 2 年 4 月 よ り ， 指 定 管 理  

制 度 の 導 入 を 実 施 し た 。  

※ 導 入 施 設 （ 平 成 2 2 年 3 月 3 1 日 現 在 ）  

富里北部コミュニティセンター・中部ふれあいセンター・地域福祉センター  

   ○ 学 校 給 食 セ ン タ ー 調 理 業 務 の 民 間 委 託  

H18 年 度 か ら 学 校 給 食 セ ン タ ー 調 理 業 務 を 民 間 へ 委 託 し た 。  

H18 年 度 削 減 効 果 額  1 9 ,61 3 千 円 （ 前 年 度 人 件 費 － 委 託 料 ）  

H19 年 度 削 減 効 果 額  1 9 ,61 3 千 円 （ 前 年 度 人 件 費 － 委 託 料 ）  

H20 年 度 削 減 効 果 額  1 9 ,61 3 千 円 （ 前 年 度 人 件 費 － 委 託 料 ）  

H21 年 度 削 減 効 果 額  1 9 ,61 3 千 円 （ 前 年 度 人 件 費 － 委 託 料 ）  
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（ ３ ） 地 域 協 働 の 推 進  

   ○ 地 域 活 動 の 支 援  

・ 地 縁 に よ る 団 体 の 普 及 に 努 め た 。  

H17 年 度  7 地 区 ， H18 年 度 ＋ 1 地 区 ， H1 9 年 度 ＋ 1 地 区 ，  

H20 年 度 ＋ １ 地 区 ， H2 1 年 度 ±0 地 区  

地 縁 団 体 総 数 １ ０ 地 区  

    ・ Ｎ Ｐ Ｏ 等 の 活 動 を 支 援 す る 公 募 型 補 助 金 制 度 を Ｈ １ ９ 年 ８ 月 に 創  

     設 し ，Ｈ １ ９ 年 度 か ら Ｈ ２ 1 年 度 ま で 毎 年 度 １ 件 の 補 助 を 行 っ た 。 

    ・ ア ダ プ ト プ ロ グ ラ ム の 推 進 に 努 め た 。  

H17 年 度 ＋ 6 団 体 ， H18 年 度 ＋ 2 団 体 ， H1 9 年 度 ＋ 1 団 体 ，  

H20 年 度 ＋ 7 団 体 ， H21 年 度 ＋ 6 団 体  

H21 年 度 末 登 録 数 79 団 体 ， 登 録 ボ ラ ン テ ィ ア 数 830 名 ， 清 掃

延 総 距 離 １ ０ 7 ,２ 0 ５ ｍ  

    ・ 除 草 ・ 側 溝 清 掃 等 を 協 働 で 実 施 し た 。  

H17 年 度  2 0 地 区 ， H1 8 年 度  25 地 区 ， H19 年 度  3 0 地 区  

H20 年 度  3 5 地 区 ， H2 1 年 度  38 地 区  

    ・ 住 民 参 加 の 公 園 管 理 を 推 進 し た 。  

H17 年 度  ＋ 4 団 体 ， 削 減 効 果 額 16 9 千 円  

H18 年 度  ＋ 3 団 体 ， 削 減 効 果 額 27 1 千 円  

H19 年 度  ＋ 1 団 体 ， 削 減 効 果 額 31 0 千 円  

H20 年 度  ±０ 団 体 ， 削 減 効 果 額 3 1 0 千 円  

H21 年 度  ＋ １ 団 体 ， 削 減 効 果 額 3 1 0 千 円  

H21 年 度 末  協 定 締 結 数 4 8 団 体  

 

（ ４ ） 電 子 自 治 体 の 推 進  

   ○ 行 政 手 続 の 電 子 化  

     H2 0 年 ８ 月 よ り ち ば 電 子 申 請 ・ 届 出 サ ー ビ ス の 運 用 を 開 始 し ，  

広 報 ・ ホ ー ム ペ ー ジ 等 に よ り 啓 発 を 行 っ た 。  

 な お ， 利 用 し や す い サ ー ビ ス と す る た め 利 用 で き る 手 続 き を 増  

設 し た 。  



 - 4 - 

２  効 率 的 な 組 織 運 営  

（ １ ） 組 織 体 制 の 充 実  

   ○ 組 織 の 見 直 し  

効 率 的 な 組 織 運 営 を 図 る た め ， 組 織 体 制 の 見 直 し を 行 っ た 。  

H17 年 度  行 政 改 革 推 進 室 を 廃 止 し ， 政 策 調 整 室 を 設 置  

      社 会 福 祉 課 に 児 童 家 庭 室 を 設 置  

        介 護 保 険 と 高 齢 者 福 祉 を 統 合 し ， 高 齢 者 福 祉 課 に 改 組  

    H1 8 年 度  政 策 調 整 室 と 企 画 調 整 班 を 統 合  

    H1 9 年 度  社 会 福 祉 課 と 子 育 て 支 援 課 を 分 離  

    H2 0 年 度  税 務 課 を 課 税 課 と 納 税 課 に 分 離 し ，納 税 課 に 国 保 年 金 課  

         の 徴 収 部 門 を 統 合  

    H2 1 年 度  財 政 課 契 約 検 査 班 と 管 財 班 を 統 合  

         子 育 て 支 援 課 子 育 て 支 援 班 か ら 保 育 業 務 を 分 離 し 保 育 班  

         を 設 置  

         区 画 整 理 業 務 と 都 市 計 画 課 公 園 緑 地 業 務 を 統 合 し 都 市 整  

         備 課 に 改 組  

  ○ 人 事 評 価 シ ス テ ム の 導 入  

勤 務 評 価 制 度 に 対 応 す る た め ，H1 7 年 度 に 新 給 料 表 を 導 入 し ，考 課

者 と 被 考 課 者 の 面 接 を 実 施 し た 。 ま た ， 人 事 評 価 を 含 め た 人 材 育 成

研 修 や 人 事 評 価 導 入 に 向 け た ア ン ケ ー ト を 実 施 し た 。  

 

（ ２ ） 人 材 育 成 の 推 進  

  ○ 研 修 の 充 実  

職 員 の 意 欲 向 上 に 努 め ， 積 極 的 に 研 修 を 実 施 し た 。  

研 修 受 講 者 数  H1 7 年 度 14 3 名 ， H1 8 年 度 15 5 名  

       H1 9 年 度 10 1 名 ， H2 0 年 度 19 4 名  

       H2 1 年 度 14 6 名  
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３  定 員 管 理 及 び 給 与 等 の 適 正 化  

（ １ ） 定 員 管 理 の 適 正 化  

   ○ 定 員 適 正 化 計 画 の 推 進 （ 目 標  H22 ． 4 .1 職 員 数  46 0 人 ）  

    H17 .4 .1 職 員 数 4 8 4 人  

    H18 .4 .1 職 員 数 4 8 1 人 （ ▲ 3 人 ， ▲ 0 .6 ％ ）  

    H1 8 年 度 削 減 効 果 額  23 ,3 0 4 千 円 （ 3 人 ×平 均 人 件 費 ※ ）  

    H19 .4 .1 職 員 数 4 6 8 人 （ ▲ 1 6 人 ， ▲ 3 .3 ％ ）  

    H1 9 年 度 削 減 効 果 額  124 ,2 88 千 円 （ 1 6 人 ×平 均 人 件 費 ※ ）  

    H20 .4 .1 職 員 数 4 6 2 人 （ ▲ 2 2 人 ， ▲ 4 .5 ％ ）  

    H2 0 年 度 削 減 効 果 額  170 ,8 96 千 円 （ 2 2 人 ×平 均 人 件 費 ※ ）  

    H21 .4 .1 職 員 数 4 5 2 人 （ ▲ 3 2 人 ， ▲ 6 .6 ％ ）  

    H2 1 年 度 削 減 効 果 額  248 ,5 76 千 円 （ 3 2 人 ×平 均 人 件 費 ※ ）  

    H22 .4 .1 職 員 数 4 5 6 人 （ ▲ 2 8 人 ， ▲ 5 .7 ％ ）  

※ 平 均 人 件 費 ･･･給 与 ，共 済 費 ，児 童 手 当 ，退 職 手 当 負 担 金 ，公 務 災

害 負 担 金 等 人 件 費 と し て H17 年 度 に 支 出 さ れ た す べ て の 平 均

（ 7,76 8 千 円 ）  

 

（ ２ ） 給 与 等 の 適 正 化  

  ○ 退 職 時 特 別 昇 給 の 見 直 し  

H17 年 度 か ら 2 0 年 以 上 継 続 勤 務 し て 退 職 す る 場 合 の 特 別 昇 給 を 廃

止 し た 。 ま た ， H1 8 年 度 か ら 勧 奨 退 職 者 の 優 遇 措 置 を 見 直 し た 。  

H17 年 度  削 減 効 果 額   2 07 千 円 （ 対 象 者 1 名 ）  

H18 年 度  削 減 効 果 額   8 30 千 円 （ 対 象 者 4 名 ）  

H19 年 度  削 減 効 果 額  1 ,03 7 千 円 （ 対 象 者 5 名 ）  

H20 年 度  削 減 効 果 額  1 ,03 7 千 円 （ 対 象 者 ５ 名 ）  

H21 年 度  削 減 効 果 額  1 ,03 7 千 円 （ 対 象 者 ５ 名 ）  

  ○ 特 殊 勤 務 手 当 の 見 直 し  

H18 年 度 か ら 特 殊 勤 務 手 当 を 全 廃 し た 。  

H18 年 度  削 減 効 果 額   5 ,247 千 円  

H19 年 度  削 減 効 果 額   5 ,247 千 円  

H20 年 度  削 減 効 果 額   5 ,247 千 円  

H21 年 度  削 減 効 果 額   5 ,247 千 円  
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   ○ 通 勤 手 当 の 見 直 し  

H17 年 度 か ら 通 勤 手 当 支 給 額 を 減 額 し た 。  

H17 年 度  削 減 効 果 額  1 2 ,61 9 千 円  

H18 年 度  削 減 効 果 額  1 2 ,61 9 千 円  

H19 年 度  削 減 効 果 額  1 2 ,61 9 千 円  

H20 年 度  削 減 効 果 額  1 2 ,61 9 千 円  

H21 年 度  削 減 効 果 額  1 2 ,61 9 千 円  

   ○ 時 間 外 勤 務 手 当 の 抑 制  

週 休 日 の 振 替 等 に よ り 時 間 外 勤 務 手 当 の 削 減 に 努 め た 。  

H17 年 度  削 減 効 果 額   6 ,014 千 円  

H18 年 度  削 減 効 果 額   6 ,368 千 円  

H19 年 度  削 減 効 果 額   8 ,822 千 円  

    H2 0 年 度  削 減 効 果 額   7 ,7 70 千 円  

    H2 1 年 度  削 減 効 果 額   5 ,4 66 千 円  

 

４  公 平 の 確 保 と 透 明 性 の 向 上  

（ １ ） 開 か れ た 行 政 の 推 進  

  ○ パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト 制 度 の 導 入  

H18 年 度 に パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト 制 度 を 導 入 し ， 2 １ 年 度 ま で に ８ 件

の パ ブ リ ッ ク コ メ ン ト を 実 施 し た 。 結 果 に つ い て は 市 ホ ー ム ペ ー ジ

で 公 表 し た 。  

□ 富 里 市 国 民 保 護 計 画 （ 意 見  0 件 ）  

□ 富 里 市 障 害 福 祉 計 画 （ 意 見  6 件 ）  

□ 富 里 市 耐 震 改 修 促 進 計 画 （ 意 見  0 件 ）  

□ 富 里 市 高 齢 者 保 健 福 祉 計 画 ・ 第 ４ 期 富 里 市 介 護 保 険 事 業 計 画  

                        （ 意 見  １ 件 ） 

□ 富 里 市 障 が い 者 基 本 計 画 ・ 障 が い 福 祉 計 画 （ 意 見  ２ 件 ）  

□ 富 里 市 協 働 の ま ち づ く り 条 例 （ 意 見  18 件 ）  

□ 富 里 市 次 世 代 育 成 支 援 行 動 計 画 （ 意 見  1 4 件 ）  

□ 富 里 市 行 政 改 革 大 綱 （ 第 ３ 次 ）（ 案 ） 及 び 改 革 プ ラ ン （ 案 ）  

                       （ 意 見  1 1 件 ） 
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（ ２ ） 補 助 金 の 見 直 し  

  ○ 補 助 金 の 見 直 し ・ 財 政 援 助 団 体 へ の 行 政 関 与 の 見 直 し  

H17 年 度 か ら 段 階 的 な 見 直 し を 進 め ， H18 年 度 に 補 助 金 等 検 討 委

員 会 の 提 言 を 受 け て ，10 0 件 の 補 助 金 に つ い て 廃 止 ・ 統 合 ・ 対 象 経

費 等 の 抜 本 的 な 見 直 し を 行 っ た 。  

 H1 7 年 度  削 減 効 果 額  6 ,620 千 円  

 H1 8 年 度   削 減 効 果 額  13 ,18 5 千 円  

 H1 9 年 度   削 減 効 果 額  13 ,32 9 千 円  

 H2 0 年 度  削 減 効 果 額  ▲ 92 0 千 円  

 H2 1 年 度  削 減 効 果 額  3 ,445 千 円  

 

 （ ３ ） 報 酬 等 の 見 直 し  

   ○ 報 酬 等 の 見 直 し  

    市 政 協 力 員 に お け る 区 長 報 酬 の 減 額 と 副 区 長 制 の 廃 止 に 伴 い 副 区 長  

    報 酬 を 廃 止 し た 。 ま た ， 行 政 連 絡 協 力 者 の 報 奨 金 に つ い て も 減 額 し  

    た 。  

H20 年 度  削 減 効 果 額  7 ,1 20 千 円  

H21 年 度  削 減 効 果 額  7 ,10 4 千 円  

 

５  健 全 な 財 政 運 営 の 確 保  

（ １ ） 経 費 の 節 減  

  ○ 公 共 施 設 の 経 費 削 減  

   職 員 意 識 の 向 上 に 努 め ， 節 約 を 徹 底 す る と と も に 施 設 管 理 を 徹 底 し

利 用 者 へ の 周 知 等 に 努 め た 。  

H21 年 度  削 減 効 果 額  ▲ 15 ,67 3 千 円（ H17 年 度 実 績 比 ▲ 9 .7 ％ ） 

■ 減 要 因  節 約 の 徹 底 ， 施 設 管 理 の 徹 底 ， 利 用 者 の 理 解 と 協 力  

 H17 H21 比 較  増 減 率  

電 気  82 ,0 0 5 , 9 29  77 ,1 8 9 , 6 48 ▲ 4 , 8 16 ,2 8 1 ▲ 5 . 9% 

ガ ス  7 , 80 6 ,3 0 5 6 , 03 8 ,1 1 5 ▲ 1 , 7 68 ,1 9 0 ▲ 22 . 7% 

上 下 水 道  48 ,2 2 5 , 3 69  40 ,4 5 5 , 3 74 ▲ 7 , 7 69 ,9 9 5 ▲ 16 . 1% 

燃 料  23 ,2 0 3 , 9 38  21 ,8 8 5 , 3 20 ▲ 1 , 3 18 ,6 1 8 ▲ 5 . 7% 

合 計  16 1 , 2 41 , 54 1  14 5 , 5 68 , 45 7 ▲ 15 , 67 3 , 0 84 ▲ 9 . 7% 
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   ○ 契 約 方 法 の 見 直 し  

随 意 契 約 の 見 直 し を 進 め ， 入 札 を 実 施 し た 。  

H17 年 度  削 減 効 果 額  1 0 ,53 1 千 円  

H18 年 度  削 減 効 果 額  1 4 ,10 9 千 円  

H19 年 度  削 減 効 果 額  1 5 ,00 5 千 円  

H20 年 度  削 減 効 果 額  1 5 ,04 5 千 円  

H21 年 度  削 減 効 果 額  1 5 ,10 7 千 円  

   ○ 公 共 工 事 の コ ス ト 縮 減  

建 設 工 事 発 生 土 の 工 事 間 利 用 ， 再 生 材 の 利 用 に 努 め た 。  

H17 年 度  削 減 効 果 額  2 1 ,61 6 千 円  

H18 年 度  削 減 効 果 額  2 2 ,67 5 千 円  

H19 年 度  削 減 効 果 額  2 0 ,29 0 千 円  

H20 年 度  削 減 効 果 額  3 2 ,79 1 千 円  

H21 年 度  削 減 効 果 額   2 ,988 千 円  

   ○ 特 別 職 給 与 の 削 減  

H17 .4  ～ 1 1 

H17 .12 ～  

H18 .4  ～  

市 長 2 ％ ， 助 役  2 ％ ， 教 育 長 2 ％ カ ッ ト  

市 長 5 ％ ， 助 役 3 ％ ， 教 育 長 2 ％ カ ッ ト  

上 記  ＋  市 長  地 域 手 当 全 額 カ ッ ト  

H19 .12 ～  

 

H20 .4 ～  

市 長 1 0 ％ ， 副 市 長 5 ％ ， 教 育 長 2 ％ カ ッ ト  

＋ 市 長 ， 副 市 長 の 地 域 手 当 全 額 カ ッ ト 継 続  

上 記  ＋  期 末 手 当  市 長 10 ％ ，副 市 長 ・ 教

育 長 8 ％ カ ッ ト  

H17 年 度  削 減 効 果 額     99 9 千 円  

H18 年 度  削 減 効 果 額   1 ,72 5 千 円  

H19 年 度  削 減 効 果 額  2 ,38 2 千 円  

H20 年 度  削 減 効 果 額  4 ,07 9 千 円  

H21 年 度  削 減 効 果 額  3 ,81 7 千 円  

   ○ 管 理 職 手 当 の 削 減  

H17 年 度 か ら H19 年 度 ま で 管 理 職 手 当 支 給 額 を 2 0 ％ 減 額 ， H20 

年 度 及 び Ｈ ２ １ 年 度 は 25 ％ 減 額 を し た 。  

H17 年 度  削 減 効 果 額  8 ,20 6 千 円  

H18 年 度  削 減 効 果 額  8 ,91 8 千 円  

H19 年 度  削 減 効 果 額  9 ,11 0 千 円  

H20 年 度  削 減 効 果 額 1 2 ,05 3 千 円  

H21 年 度  削 減 効 果 額 1 2 ,33 2 千 円  
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   ○ 窓 口 用 封 筒 印 刷 代 の 削 減  

市 民 課 に 設 置 し て い る ，窓 口 用 封 筒 に つ い て ，「 富 里 市 広 告 入 り 窓 口  

    用 封 筒 に 関 す る 取 扱 要 領 及 び 確 認 書 」 に 基 づ き 製 作 ・ 寄 付 を 受 け る  

こ と に よ り 経 費 の 削 減 を 図 っ た 。  

H20 年 度  削 減 効 果 額   11 8 千 円  

H21 年 度  削 減 効 果 額   11 8 千 円  

 

（ ２ ） 自 主 財 源 の 確 保  

   ○ 企 業 誘 致 の 促 進  

工 業 団 地 へ の 企 業 誘 致 を 促 進 す る と と も に ， 市 内 へ の 企 業 誘 致 促 進  

を 図 る た め ， 富 里 市 企 業 誘 致 等 立 地 サ ポ ー ト 制 度 に よ り 企 業 誘 致 を  

図 っ た 。  

H17 年 度 末  第二工業団地内企業立地率 59％（H16 年度末比＋14％） 

H18 年 度 末  第二工業団地内企業立地率 69％（H16 年度末比＋24％） 

H19 年 度 末  第二工業団地内企業立地率 85％（H16 年度末比＋40％） 

H20 年 度 末  第二工業団地内企業立地率 89％（H16 年度末比＋44％） 

H21 年 度 末  第二工業団地内企業立地率 87％（H16 年度末比＋42％） 

  ○ 市 有 地 の 有 効 活 用  

   市 有 地 の 貸 付 （ 有 償 ） や 売 却 を 行 っ た 。  

H17 年 度  貸 付 1 ヵ 所  増 収 効 果 額  90 千 円  

H18 年 度  貸 付 2 ヵ 所 ・ 売 却 1 ヵ 所  増 収 効 果 額    9 ,8 34 千 円  

H19 年 度  貸 付 2 ヵ 所 ・ 売 却 1 ヵ 所  増 収 効 果 額   2 9 ,51 9 千 円  

H20 年 度  貸 付 2 ヵ 所        増 収 効 果 額    52 1 千 円  

H21 年 度  貸 付 2 ヵ 所        増 収 効 果 額    54 5 千 円  

  ○ 有 料 広 告 の 検 討  

H18 年 度 に 富 里 市 有 料 広 告 の 取 扱 い に 関 す る 要 綱 を 制 定 し ，募 集 を

行 っ た 。  

H18 年 度  増 収 効 果 額    80 千 円  

H19 年 度  増 収 効 果 額  1 ,54 0 千 円  

H20 年 度  増 収 効 果 額  1 ,63 3 千 円  

H21 年 度  増 収 効 果 額  1 ,58 3 千 円  

 

広 告 媒 体  

 広 報 と み さ と ， 富 里 市 ホ ー ム ペ ー ジ ， 富 里 市 図 書 館 ホ ー ム ペ ー ジ  

 富 里 市 障 害 者 福 祉 の し お り ， 富 里 市 子 育 て 応 援 ブ ッ ク  



 - 10 - 

  ○ 施 設 使 用 料 の 見 直 し  

H17 年 度 に 市 内 公 共 施 設 の 減 免 制 度 を 見 直 し 及 び 保 健 セ ン タ ー の

一 部 有 料 化 を 実 施 し た 。  

H17 年 度  増 収 効 果 額   1 ,915 千 円 （ 10 月 使 用 分 か ら ）  

H18 年 度  増 収 効 果 額   3 ,663 千 円  

H19 年 度  増 収 効 果 額   3 ,213 千 円  

H20 年 度  増 収 効 果 額    2 ,993 千 円  

H21 年 度  増 収 効 果 額   3 ,024 千 円  

○ 下 水 道 料 金 の 見 直 し  

H18 年 度 に 下 水 道 料 金 を 改 定 し た 。（ 7 月 使 用 分 か ら ）  

H18 年 度  増 収 効 果 額  2 6 ,76 9 千 円  

H19 年 度  増 収 効 果 額  4 6 ,27 1 千 円  

H20 年 度  増 収 効 果 額  3 6 ,54 0 千 円  

H21 年 度  増 収 効 果 額  3 0 ,53 1 千 円  

○ 徴 収 率 の 向 上  

 H17 H21 比 較  

市 税  95 . 92 ％  95 . 84％  ▲ 0. 08％  

国 民 健 康 保 険 税  81 . 61 ％  77 . 61％  ▲ 4. 00％  

保 育 料  96 . 95 ％  96 . 65％  ▲ 0. 30％  

介 護 保 険 料  96 . 80 ％  97 . 12％  ＋ 0. 32％  

給 食 費  98 . 41％  97 . 96％  ▲ 0. 45％  

   ○ 法 人 市 民 税 に お け る 法 人 税 割 の 税 率  

    H2 1 年 ４ 月 か ら 法 人 税 割 の 税 率 を 改 正 し た 。  

 

（ ３ ） 財 政 運 営 の 適 正 化  

  ○ 経 常 収 支 比 率  

 H1 6 年 度  93 .2 ％  H17 年 度  9 3 .1 ％  H18 年 度  9 1 .0 ％  

 H1 9 年 度  95 .4 % H20 年 度  95 .4 ％  H21 年 度  9 2 .７ ％  

  ○ 基 金 の 見 直 し  

   基 金 の 役 割 が 終 了 し た と 考 え ら れ る 基 金 に つ い て は 平 成 １ ９ 年 度 に  

   廃 止 し ， 他 の 基 金 に 統 合 す る な ど 基 金 の 効 率 化 を 図 っ た 。  

 

  廃 止 し た 基 金  

   富 里 市 地 域 福 祉 基 金 ， 富 里 市 ふ る さ と づ く り 基 金 ， 富 里 市 土 地 開 発 基 金  
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改 革 の 効 果 額 （ 削 減 及 び 増 収 ）         

行  動  計  画  H17 H18 H19 

支 払 い 事 務 見 直 し     

学 校 給 食 セ ン タ ー 

調 理 業 務 の 民 間 委 託  
0 19 ,613 ,0 00 19 ,613 ,0 00 

地域活動の支援（公園管理）  168 ,90 0 270 ,50 0 309 ,50 0 

定 員 適 正 化 計 画 の 推

進 （ 職 員 数 の 削 減 ）  
 23 ,304 ,0 00 124 ,28 8 ,000 

退職時特別昇給の廃止  207 ,48 0 829 ,92 0 1 ,0 37 ,40 0 

特殊勤務手当の見直し  0 5 ,2 47 ,00 0 5 ,2 47 ,00 0 

通 勤 手 当 の 見 直 し  12 ,619 ,0 00 12 ,619 ,0 00 12 ,619 ,0 00 

時間外勤務手当の抑制  6 ,0 13 ,72 0 6 ,3 67 ,74 3 8 ,8 21 ,86 1 

補 助 金 の 見 直 し  6 ,6 20 ,00 0 13 ,185 ,0 00 13 ,329 ,0 00 

報 酬 等 の 見 直 し     

公共施設の経費削減（光熱水費）   5 ,3 57 ,94 1 598 ,53 9 

契 約 方 法 の 見 直 し  10 ,530 ,9 31 14 ,109 ,0 11 15 ,004 ,8 74 

公共工事のコスト縮減  21 ,616 ,0 00 22 ,675 ,0 00 22 ,689 ,0 00 

特 別 職 給 与 の 削 減  999 ,30 0 1 ,7 24 ,95 3 2 ,3 81 ,72 8 

管 理 職 手 当 の 削 減  8 ,2 05 ,20 0 8 ,9 17 ,92 7 9 ,1 10 ,10 9 

窓口用封筒印刷代の削減    

市 有 地 の 有 効 活 用  90 ,000 9 ,8 34 ,45 6 29 ,518 ,5 47 

有 料 広 告 の 検 討  0 80 ,000 1 ,5 40 ,00 0 

施 設 使 用 料 の 見 直 し  1 ,9 15 ,05 0 3 ,6 63 ,09 0 3 ,2 13 ,91 5 

下 水 道 料 金 の 見 直 し  0 26 ,769 ,0 00 46 ,271 ,0 00 

合    計  6 8 ,9 85 ,58 1  1 74 ,56 7 ,5 41  3 15 ,59 2 ,4 73  

目    標  4 4 ,5 95 ,63 0  1 18 ,25 4 ,1 92  1 71 ,40 7 ,5 29  

目 標 と の 差  2 4 ,3 89 ,95 1  5 6 ,3 13 ,34 9  1 44 ,18 4 ,9 44  

※ 効 果 額 は ， H1 6 年 度 実 績 と の 比 較 に な り ま す 。 た だ し ， 定 員 適 正 化 計 画 ・ 公 共 施 設

げ て い た た め ， 第 2 次 行 政 改 革 が 終 了 し た H17 年 度 実 績 を 起 点 と し て い ま す 。  

 ま た ， H1 9 年 度 に 追 加 し た ， 支 払 い 事 務 見 直 し は ， H1 8 年 度 実 績 を 起 点 に ， 報 酬
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             （ 単 位 ： 円 ）  

H20 H21 累 計  

311 ,00 0 310 ,00 0 621 ,00 0 

19 ,613 ,0 00 19 ,613 ,0 00 78 ,452 ,0 00 

309 ,50 0 309 ,50 0 1 ,3 67 ,90 0 

170 ,89 6 ,000 248 ,57 6 ,000 567 ,06 4 ,000 

1 ,0 37 ,40 0 1 ,0 37 ,40 0 4 ,1 49 ,60 0 

5 ,2 47 ,00 0 5 ,2 47 ,00 0 20 ,988 ,0 00 

12 ,619 ,0 00 12 ,619 ,0 00 63 ,095 ,0 00 

7 ,7 70 ,42 3 5 ,4 65 ,77 2 34 ,439 ,5 19 

▲ 920 ,0 00 3 ,4 45 ,00 0 35 ,659 ,0 00 

7 ,1 19 ,66 7 7 ,1 04 ,20 0 14 ,223 ,8 67 

▲ 4 ,753 ,9 47 15 ,673 ,0 84 16 ,875 ,6 17 

15 ,044 ,7 74 15 ,106 ,6 54 69 ,796 ,2 44 

32 ,791 ,4 00 2 ,9 88 ,00 0 102 ,75 9 ,400 

4 ,0 78 ,98 3 3 ,8 17 ,46 0 13 ,002 ,4 24 

12 ,052 ,8 20 12 ,331 ,8 98 50 ,617 ,9 54 

118 ,12 5 118 ,12 5 236 ,25 0 

520 ,53 7 544 ,53 7 40 ,508 ,0 77 

1 ,6 32 ,50 0 1 ,5 82 ,50 0 4 ,8 35 ,00 0 

2 ,9 92 ,69 0 3 ,0 23 ,90 0 14 ,808 ,6 45 

36 ,540 ,0 00 30 ,531 ,0 00 140 ,11 1 ,000 

3 25 ,02 0 ,8 72  3 89 ,44 4 ,0 30  1 ,27 3 ,6 10 ,49 7  

2 14 ,48 4 ,3 59  2 66 ,74 5 ,4 19  8 15 ,48 7 ,1 29  

1 10 ,53 6 ,5 13  1 22 ,69 8 ,6 11  4 58 ,12 3 ,3 68  

の 経 費 削 減 の ２ つ の 行 動 計 画 は ，第 2 次 行 政 改 革（ H 1 5 ～ H 17 年 度 ）で 数 値 目 標 を 掲  

 

等 の 見 直 し ・ 窓 口 用 封 筒 印 刷 代 の 削 減 は ， H 19 年 度 実 績 を 起 点 と し て い ま す 。  
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目 標 達 成 に 至 ら な か っ た 要 因 と 今 後 の 取 組  

 

目 標 達 成 に 至 ら

な か っ た 項 目  
達 成 に 至 ら な か っ た 要 因 お よ び 今 後 の 取 組  

事 務 事 業 評 価 の 導

入 ・ 行 政 評 価 シ ス

テ ム の 構 築  

行 政 評 価 ・ 事 務 事 業 評 価 の 導 入 に 向 け て ,評 価 を 行 う 単 位 や 評 価

を 行 う 際 の 指 標 な ど に つ い て 検 討 を し て き ま し た が ， 導 入 や 構

築 ま で に は 至 ら な か っ た 。な お , 平 成 ２ ３ 年 度 か ら の 新 た な 総 合

計 画 に あ わ せ て 評 価 を 実 施 す る 予 定 で す 。  

人 事 評 価 シ ス テ ム

の 導 入  

人 事 評 価 制 度 に 対 応 す る た め の 新 給 料 表 を 導 入 し , 管 理 職 に 対

し て , 人 事 評 価 を 含 め た 人 材 育 成 研 修 や ア ン ケ ー ト を 実 施 し ま

し た が 導 入 に ま で は 至 ら な か っ た 。 富 里 市 に 合 っ た 人 事 評 価 に

つ い て 引 き 続 き 検 討 を 行 っ て い き ま す 。  

財 政 援 助 団 体 へ の

行 政 関 与 の 見 直 し  

平 成 １ ８ 年 度 に 補 助 金 等 検 討 委 員 会 の 提 言 を 受 け , 抜 本 的 な 見

直 し を 行 っ た 。そ の 見 直 し を 検 証 し ,行 政 関 与 の あ り 方 に つ い て

の 方 針 を 策 定 し , 自 立 支 援 策 を 検 討 す る こ と と し て い た が , 方 針

の 策 定 に は 至 ら な か っ た 。 今 後 ,（ 仮 称 ） 協 働 の ま ち づ く り 推 進

計 画 の 策 定 と 並 行 し て ， 団 体 等 へ の 市 の 関 与 の あ り 方 に つ い て ,

引 き 続 き 検 討 を 行 っ て い き ま す 。  

徴 収 率 の 向 上  徴 収 率 向 上 の た め , 納 付 の 見 込 み の な い 者 に 対 し て の 財 産 差 押

な ど の 処 分 や 徴 収 強 化 の た め の 組 織 見 直 し な ど を 行 っ て き た 。

ま た , 納 税 機 会 の 拡 大 と し て , コ ン ビ ニ エ ン ス ス ト ア や イ ン タ ー

ネ ッ ト バ ン キ ン グ ,ATM な ど で の 納 付 を 可 能 に す る シ ス テ ム を

導 入 し た 。し か し , 景 気 の 低 迷 な ど も あ り ,目 標 と し て い た 徴 収 率

を １ ％ 向 上 さ せ る に は 至 ら な か っ た 。 今 後 も 引 き 続 き 徴 収 率 の

向 上 に 向 け て 取 り 組 み を 行 っ て い き ま す 。  

経 常 収 支 比 率 の 適

正 化  

人 件 費 ，公 債 費 ，物 件 費 な ど に つ い て は 削 減 を し て き た も の の ，

扶 助 費 な ど の 増 に よ り ， 経 常 的 経 費 が 増 加 し た こ と ， 普 通 交 付

税 や 地 方 特 例 交 付 金 な ど の 減 に よ り ， 経 常 一 般 財 源 等 が 減 収 と

な っ た こ と に よ り ， 目 標 と し て い た 経 常 収 支 比 率 ８ ０ ％ 台 を 達

成 す る こ と が で き な か っ た 。  

今 後 も 経 常 収 支 比 率 の 適 正 化 に 向 け て ， 経 常 的 経 費 の 削 減 を 図

っ て 行 き ま す 。  

 

 




